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2025年８月 21日 

 

各  位 

会 社 名 日 本 ア ン テ ナ 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長 瀧 澤 功 一 

コード番号：６９３０  東証スタンダード市場 

問 合 せ 先 専 務 取 締 役 清 水 重 三 

 ＴＥＬ ０３－３８９３－５２２１ 

 

 

 

親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に異動が発生する見込みとなりましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．異動が見込まれるに至った経緯 

本日付「エレコム株式会社による日本アンテナ株式会社の完全子会社化に関する株式交換契約締結（簡易株式交換）及びエ

レコムグループと日本アンテナ株式会社の経営統合契約締結に関するお知らせ」（以下「本日付プレスリリース」といいま

す。）で公表いたしましたとおり、当社とエレコム株式会社（以下「エレコム」といい、エレコムと当社を併せ、以下「両

社」といいます。）は 2024年４月 25日に締結した基本合意書に基づき、本日開催したそれぞれの取締役会において、2025年

11月 25日を効力発生日とし、エレコムを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交

換」といいます。）によるエレコムグループ（エレコム及びエレコムの関係会社を総称していいます。）と当社の機能統合及び

エレコムの完全子会社である DXアンテナ株式会社と当社の経営統合を行うことを決議し、本日、両社の間で株式交換契約書

及び経営統合契約書を締結いたしました。 

本株式交換の効力発生により、エレコムが新たに当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当する予定です。 

 

２．異動予定日 

2025年 11月 25日（本株式交換の効力発生日） 

 

３．異動する株主の概要 

（１） 名 称 エレコム株式会社 

（２） 所 在 地 大阪市中央区伏見町４丁目１番１号 

明治安田生命大阪御堂筋ビル９階 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役会長 葉田 順治 

（４） 事 業 内 容 パソコン及びデジタル機器関連製品の開発、製造、販売 

（５） 資 本 金 12,577百万円（2025年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1986年５月 28日 

（７） 連 結 純 資 産 82,692百万円（2025年３月 31日現在） 

（８） 連 結 総 資 産 114,740百万円（2025年３月 31日現在） 
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（９） 大 株 主 及 び 持 株 比 率

（ 2025 年３月 31 日現在） 

葉田 順治 22.96％ 

有限会社サンズ 16.50％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10.33％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3.46％ 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2.45％ 

エレコム社員持株会 1.99％ 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯ

ＭＰＡＮＹ ５０５２２７ 
1.93％ 

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ． （ＡＶＦＣ） Ｒ

Ｅ ＷＳＷＡＬＥＳ ＰＥＮＳＩＯＮ ＰＡＲＴＮＥＲＳＨ

ＩＰ （ＷＡＬＥＳ ＰＰ） ＡＳＳＥＴ ＰＯＯＬＩＮＧ 

ＡＣＳ ＵＭＢＲＥＬＬＡ 

1.34％ 

株式会社三井住友銀行 1.32％ 

株式会社みずほ銀行 1.32％ 

（10） 当社と当該株主の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

  

 

４．異動前後におけるエレコムの所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 属性 
議決権の数 

（所有株式数） 
議決権所有割合 大株主順位 

異動前 － － － － 

異動後 
親会社及び主要株主

である筆頭株主 

112,548個（予定）

（11,254,848株） 
100.00％ 第１位 

（注１）「議決権所有割合」の計算においては、2025年６月 30日現在の当社の発行済株式総数（14,300,000株）から、同日時

点における当社の所有する自己株式数（3,045,172株）を控除した株式数（11,254,848株）に係る議決権の数

（112,548個）を分母として計算し、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

（注２）上記の自己株式数には、従業員向け株式給付信託及び役員向け株式給付信託の信託財産として保有する当社の普通株式

は含まれておりません。 

（注３）当社は、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する当社の取締役会の決議により、基準時の直前までに保有してい

る自己株式の全てを消却する予定ですので、異動後の「議決権の数」については、変動が生じる可能性があります。 

 

５．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

該当事項はありません。 

 

６．今後の見通し 

当社は、本株式交換により、2025年 11月 20日に株式会社東京証券取引所を上場廃止となる予定です。詳細につきまして

は、本日付プレスリリースをご参照ください。 

 

以 上 


